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「アジアのIT産業における人材育成の現状と課
題－中国と日本を中心として」

１ 日本の情報サービス産業、ソフトウエア産業

の現状

２ ビジネス環境の変化－2つのチャンスと1つの危機－

３ 中国におけるソフトウエア産業の現状と人材育成

４ 日本の人材育成の現状と課題

５ むすび



１－１ ｅ－ＪＡＰＡＮ戦略・ユビキタスネットワーク社会

５年以内に世界最先端のＩＴ国家の構築５年以内に世界最先端のＩＴ国家の構築

ブロードバンドの利用ブロードバンドの利用

• たとえば法人税の電子申告システムなど



図１－１ 全産業の売上高に占める情報通信産業の
割合
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（出所）総務省「２００５年情報通信白書」



図１－２ ユビキタスネットワークへの進化イメージ

（出所）総務省「２００４年情報通信白書」



図１－３ 日本のＩＣＴ産業、ソフトウエア産業の構成
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ソフトウエア産業

情報提供サービス産業

情報処理サービス産業



１－２ 日本の情報サービス産業の規模（2004
年）

○ 企業数 5217社

○ 従業者 56万9542人

うちシステムシステムエンジニア 24万1317人
プログラマ 10万5688人
研究員 8067人

合計 35万5072人
（全産業では78万人）

（出所）経済産業省・「特定サービス産業実態調査」

○ 年間売上高 １４兆５２７１億円



１－3 日本の情報サービス産業の特徴

・ 世界第２位の市場
・ 高い成長率
・ カスタムソフトウエアの開発が多い
・ ソフトウエア・プロダクツを持つソフトウエア企業
が少ない
・ 日本国内がマーケットがほとんど
ソフトウエア輸出は少ない

輸入 ３６４５億円 ２９６２億円
輸出 ３１９億円 ９１億円

（2004） （2003）



図１－４ 日本の情報サービス産業の売上高と
従業員数の推移
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２－１ 2つのチャンスと1つの危機
－情報サービス産業・ソフトウエア産業のビジネス環境の変化－

• 2つのチャンス
１ OSS（オープン・ソース・ソフトウエア）利用
の広がり

２ 組込みソフトウエア市場の広がり

・１つの危機

オフショア開発の拡大



２－２ GPLとオープン・ソース・ソフトウエア

• ソフトウエアの使用とコピー、さらに修正したものを改訂版と
して配布が、自由に行われなければならない。

• またGPLのライセンスにあるソフトウエアの派生ソフトウエア
もＧＰＬライセンスの下におかれる。

• 「フリー・ソフトウエア」、ＧＰＬライセンスがあまりに硬直的で、
「ビジネスとしてのソフトウエア産業」を敵視していると受け取
られるおそれがあった。

• 「オープン・ソース・ソフトウエア運動」 「フリー・ソフトウエア」
の基本的な考えを継承しつつ、ライセンス構造を柔軟にして、
広く広めようとしたのが、１９９８年から開始されたエリック・レ
イモンドたちが提唱した 。



２－３ 日本のソフトウエア企業にとって

• ライセンス・フリーのオープン・ソース・ソフトウエアを利用した
ビジネスは、日本のソフトウエア企業にとってビジネス・チャ
ンスとなる。

• 第１に、業務コンサルティング部門の強化し、より付加価値
の高いシステム構築能力を身につけることである。

• 第２は、オープン・ソース・ソフトウエアについての高い技術
力が必要となる。ソフトウエア・ベンダーからの技術情報の提
供はOSSでは期待できない。ソフトウエア企業とソフトウエア
技術者は技術情報を積極的に得る努力をしなければならな
い。



２－４

組込みソフトウエア分野のマーケットが急速に拡大

• 家電、車載など

• 組込みソフトウエアの売上高は約2兆円

• 組込みソフトウエア技術者は15万人



図２－１ 既存製品のソース・コード行数
平均行数：約17万７，０００行

(出所)経済産業省［2004p.237 
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図２－２ 新規開発のソース・コード行数
平均行数：約４９万５，０００行

(出所)経済産業省［2004p.237
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２－５ ソフトウエアの国際分業

オフショア開発とオンサイト開発

• オンサイト（Onsite）開発
ソフトウエア技術者が発注主の所在する国に出かけて、そ
こでソフトウ
エア開発を行う形態である。

• オフショア（Offshore）開発
発注されたソフトウエア開発を発注先、例えばインド、中
国などの国内で行う形態である。

インドなどでは1990年代はオンサイト開発が圧倒的に多
かったが、徐々にオフショア開発の比重が高くなっている。

この理由はオフショア開発に比較するとオンサイト開発は、
ソフトウエア技術者が発注主の所に出かけてソフトウエア開
発を行うので、コスト的に高いものになってしまうためである。



図２－３ ソフトウエア開発の国際分業と労働移動

①海外での長期滞在、

移住・就職

②オンサイトで海外勤務

③オフショアでの短期海外勤務

広義の

国際労働移動

ソフトウェア輸出

協議の国際

労働移動
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④オフショアで国内勤務

⑤パッケージソフトウェアの開発・輸出



２－５ 移住・オンサイト

• 2001年度には「技術」ビザをもち日本で働く外国人は1万
9000人であった。また2001年に「技術」ビザを取得したのは
3943人であるが、そのうち61.8％はソフトウエア技術者であ
る 。

• ＪＩＳＡ調査（2005年・サンプル調査）
中国が９２４人、次に韓国が４５１人、インドが９１人

サンプル調査なので、日本の情報サービス産業における外国
人ソフトウエア技術者の全体の規模を表すものではない。し
かし日本における外国人ソフトウエア技術者の多数を中国
人ソフトウエア技術者が占めている



図２－３ 日本－就労ビザの事例

（出所）JISA[2005]



表２－４ ２００４年ソフトウエア輸入額

（出所）
JISA[2004]



図２－５
ソフトウエア開発のアウトソーシングの規模

(出所)JISA[2005]



２－６ 日本から失われた仕事は？
人月に換算すると

• オフショアの場合、中国人ソフトウエア技術者の人
月（man･month）の単価約25万円なので、132964 
人月（man･month）の仕事が中国へ移転へ移転し
たことになる。

• 日本から見た場合、人月の単価は約100万円なの
で、3241人月のソフトウエア開発の仕事が失われ
たことになる。



２－７
日本の情報サービス産業・ソフトウエア産業への影響

• 第１に、従業員数の伸び率の低下である。

• 第２に、ユーザーサイドの価格引き下げ要求が厳し
くなったことである。

→多くのユーザーは中国でのオフショア開発を前提
にソフトウエア開発の価格を提示することを情報
サービス企業、ソフトウエア企業に求めてきている。



３－１ 中国政府のソフトウエア産業に対する政策
• 2000年6月「ソフトウエア産業およびＩＣ産業発展の奨励に関する若干の
規定」（18号文献）が定められ、2010年までに中国のソフトウエア産業が
先進国のレベルにまで達することを目標

2002年「ソフトウエア産業振興アクションプラン（2002-2005年）」（47号文
献）
2006年までに情報サービスの売上高を300億ドル、うち輸出50億ドルが
目標
→年間80万人のソフトウエア人材の育成
→全国に35カ所のモデル・ソフトウエア学院の設立、35カ所のモデル・専
門学校を設立

• 2001年7月、北京市、上海、大連、成都、西安、済南、杭州、広州、長沙
など「国家ソフトウエア産業基地（ソフトウエア・パーク）」として決定された。

• 2002年12月「国家重点ソフトウエア企業」を全国で106社を指定



３－２ 中国のソフトウエア産業の成長と特徴

• 第１は、近年、ソフトウエア産業が急激に成長しているという
ことである。

• 第２は、輸出の割合が、現在のところ比較的小さいことであ
る。
中国と並んでソフトウエアの供給基地と期待されているイン
ドと比較すると、2003年ではインドではソフトウエア輸出は1
７３億ドルであるのに対して、中国のソフトウエア輸出は2６
億ドルに留まっている。現在のところソフトウエア輸出に見る
限りインドの方が規模は、はるかに大きい。

• 第3に、ソフトウエア輸出のマーケットの6０%を日本が占めて
いることである。ヨーロッパ、アメリカ向けのソフトウエア輸出
は1６%を占めるにすぎない。



図３－１ 中国ソフトウエア産業の売上高の推移
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図３－２ 中国ソフトウエア産業の国内売上高と輸出
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図３－３ ソフトウエア輸出・中国とインド

(出所)CISA[2005]
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図４－４ 中国ソフトウエア輸出先
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３－３ 中国のソフトウエア人材

• 中国のソフトウエア産業で働いている従業員は62万
人であり、そのうち40万人がソフトウエア技術者で
ある。→2004年従業員７０万人

• 2000年には従業員は21万人、ソフトウエア技術者
は18万9千人だった。

• つまり4年間に従業員は3倍、ソフトウエア技術者は
約2倍になったことになる。



図３－５ 中国ソフトウエア産業のソフトウエア
技術者人材と従業員数
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図３－６ 中国ソフトウエア産業へのソフトウエア

人材の供給ルート
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表３－１ 2004年コンピューター及びソフト専門の
学生数

3.2ソフトウェア専門学院

24.5合計

6.3テクニカル・セコンダ
リースクール

10.7大学生

4.3大学院生

人数（万）類別

（出所）CSIA[2005]



図３－７ ソフトウエア学院の教育内容

（出所）西南石油学院・ソフトウエア学院パンフレット[2005]



図３－８ 専門学校の教育内容

（出所）新東方職業教育センター・募集パンフレット［2006］



３－４ 中国・ソフトウエア人材育成の課題

• プログラマクラスの人材は余剰
• 供給と需要側であるソフトウエア企業のニーズとの
ミスマッチ

• プロジェクト・マネージャー、リーダークラスが不足
• ソフトウエア開発管理、品質管理を担う人材が不足

• 日本語を運用できるソフトウエア・エンジニアも不足
• 「ブリッジＳＥ」の不足



４－１ ビジネス環境の変化

• ＯＳＳの活用の拡大
• 組込みソフトウエア市場の拡大

• オフショア開発の拡大
→下流工程の中国、インドへの発注

上流工程は大丈夫か？

→「サムソンＳＤＳ」ショック

佐賀市の基幹システムを韓国のサムソンＳＤＳが

元請けとして受注、2005年3月より稼働



４－２ 魅力ある情報サービス企業・産業の構築

• 国際競争力の確保

• 労働生産性の向上

• より高い品質のサービス、プロダクツの提供

• 働くものにとって魅力ある産業
→卓越した人材の枯渇の可能性

高度な専門性をそなえた人材の育成・確保



４－３ 高度な専門性を持つソフトウエア人材の育成
策

• 高等教育機関 大学院、大学等

• 情報処理技術者試験
• ＩＴスキル標準の策定
• ＥＴスキル標準の策定

• 未踏ソフトウエア創造事業
→「天才プログラマー／スーパークリエータ」認定



４－４ 日本のソフトウエア人材の供給

ICT関連大学生数 電気通信工学145757人
経営工学 11447人
合計 157204人
卒業生（推計）39301人/年

ICT関連修士課程終了者 15708人
ICT関連博士課程終了者 1924人
年間大学以上ICT関連卒業生（推計） 56933人→実際は4万人程度か

短期大学ＩＣＴ関連学生 電子通信工学 5532人
高等専門学校ＩＣＴ関連学生 21774人
専門学校等ＩＣＴ関連学生数 56476人
年間ＩＣＴ関連卒業生（推計） 18416人

(出所)総務省[2005]、文科省[2005]



図４－１ 不足している人材

（出所）JISA[2005]



表４－１ 情報処理技術者試験

（出所）IPA



図４－２ ITSSスキルフレームワーク

（出所）経済産業省・（独）情報処理推進機構［2005］



４－２ ＩＴＳＳの７レベル
• レベル７ 市場全体からみて先進的なサービスを提供できる

• レベル６ 社内だけでなく市場においてもプロフェッショナルと
して認められる

• レベル５ 社内においてプロフェッショナルとして認められる

• レベル４ プロフェッショナルとしてスキルの専門分野が確立
し下位レベルの育成に貢献

• レベル３ プロフェッショナルとしてスキルの専門分野が確立

• レベル２ プロフェッショナルとしてスキルの専門分野が確立していない
が、課題の一部について独力で遂行

• レベル１ プロフェッショナルとしてスキルの専門分野が確立していない
が、上位レベルの指導の下で業務を遂行

（出所）経済産業省・（独）情報処理推進機構［2005］



図４－２ ITSS育成と評価のレベルの関係

（出所）経済産業省・（独）情報処理推進機構［2005］



図4-3 ITSSにおける典型的なキャリアパスのイメー
ジ

（出所）経済産業省・（独）情報処理推進機構［2005］



５ むすび

• 日本国内ではより高度で専門性の高いソフトウエア
人材の育成が試みられている。

• 高等教育機関の育成している人材と情報サービス
産業のニーズとは必ずしもマッチしていない。

• ソフトウエアエンジニアリングが情報サービス産業に
十分に定着していない。

• 中国等は日本国内のユーザーから直接受注を目指
している

→グローバル競争時代への突入
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